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 「都立病院は都立のままで」「公社病院は都立病院に戻して」の 10 万筆余の署名による都民の意思表示が、2 月の

定例都議会で、独立行政法人の設立に必要な「定款」を上程することを東京都に断念させました。 

一方で東京都は、2021 年度予算に「地方独立行政法人への移行に向けた準備」として昨年度の６倍の 39 億円を計

上し、「未来の東京戦略」に 2022 年度内に法人設立と書き込むなど、しゃにむに都立・公社病院の独立行政法人化

の準備をすすめています。 

 新型コロナ対応に都立・公社病院は 1700 床準備し、都立広尾病院、公社荏原・豊島病院は治療専門病院として都

民のいのちを守るために奮闘してきました。都立・公社病院だからこそ東京都の方針に従ってすぐに対応できたので

す。独立行政法人では意思決定にも時間がかかり、経営的にも対応できないと思われます。今後の感染拡大や新た

な感染症対策、大規模な災害対応など東京都直営の都立病院の役割はますます重要になっています。 

だからこそ私たちは、都立・公社病院の地方独立行政法人化の中止を強く求めます。 

 国は、医療費抑制と医師不足を理由に全国 436 の公立・公的病院に対して病床削減・再編統合を求めています。

東京都でも都立神経病院、区立台東病院、奥多摩町国保奥多摩病院など９病院が指名され、「なくさないで」の声が

広がっています。再編・統合は中止すべきです。 

 PCR 検査の抜本拡充や効果的なワクチン接種の拡大、保健所の増設・保健師の増員と拡充、経営難・経営危機に

見舞われている医療機関への財政支援などを早急に実施してください。 

                               記 

                  

1 新型コロナウイルス感染症対策で重要な役割を果たしている都立・公社病院の「地方独立行政法人化」を中

止し、都直営で運営することにより、医療体制を充実してください。 

2 東京都は病床削減統合の対象となった公立・公的病院９病院を存続し、充実することを国に求めてください。 

3 東京都はＰＣＲ・抗体検査と医療体制の抜本的強化で、コロナ対策を充実してください。 

4 保健所の増設・保健師等の増員と拡充を行い、感染防止と公衆衛生の抜本的強化をはかってください。 

5 重大な経営難・経営危機にみまわれている医療機関への抜本的な財政支援を東京都が行うとともに、国の支

援を求めてください。 
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医療機関や医療従事者への手あつい支援を！ 


